
1 

 

 

足元から地球温暖化を考える市民ネットえどがわニュースレター 

あしもと通信 88 



2 

 

 

● 



3 

 



4 

 

● 

全米電力協同組合協会にあった Lineman

の銅像 



5 

 

● 



6 

 

● 



7 

 

ルカイ族リーダー胡進徳さん 
 

東興発電所全景 
 

台湾電力の皆さんと 
 

教会の屋上に作られた発電所 

● 



8 

 

 

 

 

 



9 

 

予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績 予測 実績

2017年4月 1,141 1,177 47,922 51,481 1,177 1,393 49,434 60,929 3,195 2,520 83,065 66,678

2017年5月 1,322 1,056 55,524 46,189 1,331 1,496 55,902 65,434 3,702 3,564 96,242 94,302

2017年6月 1,062 1,216 44,604 51,187 1,030 1,563 43,260 68,365 2,974 3,963 77,314 104,860

2017年7月 1,209 1,115 50,778 48,770 1,177 1,514 49,434 66,221 3,385 3,926 88,015 103,881

2017年8月 1,322 833 55,524 36,434 1,311 1,068 55,062 46,713 3,702 2,731 96,242 72,261

2017年9月 938 990 39,396 43,302 981 1,187 41,202 51,918 2,626 2,915 68,286 77,130

2017年10月 781 726 32,802 31,755 846 854 35,532 37,353 2,187 2,055 56,857 54,374

2017年11月 695 755 29,190 33,023 792 1,103 33,264 48,244 1,946 2,247 50,596 59,455

2017年12月 752 717 31,584 31,361 913 1,101 38,346 48,157 2,106 1,826 54,746 48,315

2018年1月 828 821 34,776 35,910 999 1,232 41,958 53,887 2,318 1,984 60,278 52,496

2018年2月 827 984 34,734 43,039 948 1,395 39,816 61,017 2,316 2,908 60,206 76,945

2018年3月 996 914 41,832 39,977 1,066 1,159 44,772 50,693 2,789 2,678 72,509 70,859

合計 11,873 11,304 498,666 492,428 12,571 15,065 527,982 658,931 33,246 33,317 864,356 881,556

表３ えどそら3号実績

発電量ｋWｈ 売電額

表１ えどそら1号実績 表２ えどそら2号実績

発電量ｋWｈ 売電額 発電量ｋWｈ 売電額

予測 実績 予測 実績 予測 実績
2017年4月 38.0 36.8 39.2 48.0 106.5 96.9
2017年5月 42.6 40.6 42.9 55.4 119.4 118.8
2017年6月 35.4 39.2 34.3 50.4 99.1 127.8
2017年7月 39.0 37.2 38.0 50.5 109.2 130.9
2017年8月 42.6 26.9 42.3 34.5 119.4 88.1
2017年9月 31.3 31.9 32.7 38.3 87.5 94.0

2017年10月 25.2 24.2 27.3 28.5 70.5 68.5
2017年11月 23.2 24.4 26.4 35.6 64.9 72.5
2017年12月 24.3 23.9 29.5 36.7 67.9 60.9
2018年1月 27.0 27.4 32.2 41.1 74.8 66.1
2018年2月 29.5 31.7 33.9 45.0 82.7 93.8
2018年3月 32.5 32.6 34.4 41.4 90.0 95.6

えどそら1号 えどそら2号 えどそら3号
1日当たり発電量　kWh/日
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●店舗の冷凍･冷蔵施設の脱フロン支援 
（2017.10.30 日経新聞） 

 環境省は 2018年度から、コンビニエンスス

トアやスーパーに対し、冷媒にフロンを使わな

いショーケースの導入を支援する。購入費用の

３分の１を上限に補助し、買い替えを促す。切

り替えが進めば、30年度までに国内のＣＯ2排

出量を１％減らせると見込んでいる。来年度の

概算要求に 95億円を計上した。22年度まで続

ける予定だ。 
 

●米政府報告書「温暖化に人為的要因」 
（2017.11.4 読売新聞） 

 米環境保護局（ＥＰＡ）などは３日、「20世

紀半ばからの気温上昇は、人間活動による温室

効果ガスが主因である可能性が極めて高い」と

する報告書を発表した。報告書はほぼ４年ごと

に米政権が気候変動に関する最新の状況を包括

的にまとめるもので、4 回目の今回はＥＰＡや

米航空宇宙局（ＮＡＳＡ）など 13 省庁が協力

した。 
 

●仏、原発削減目標先送りへ 
（2017.11.8 時事通信） 

 フランスのユロ環境相は７日の記者会見で、

原発依存度を現在の７割超から５割に引き下げ

る目標の達成時期を 2025年から先送りし、現

実的な期限を検討する考えを明らかにした。

2015 年に制定したエネルギー移行法に削減目

標を明記したが、わずか約２年で見直しを余儀

なくされた形だ。新たな目標の設定には数カ月

かかる見通しという。 
 

●ＣＯＰ２３でＮＧＯが日本に抗議デモ 
（2017.11.9 毎日新聞） 

 ドイツ・ボンで開催中の国連気候変動枠組み

条約第２３回締約国会議の会場前で９日、CO2

排出量が多く、地球温暖化に悪影響を及ぼすな

どとして、世界各国の NGO が日本の石炭火力

発電所の新増設や海外輸出を名指しで批判する

抗議活動があった。抗議活動は、日本やフィリ

ピン、ドイツなど各国の環境 NGO の共催で行

われた。 
 

●ぶんごおおのエナジーを設立 
（2017.11.13 大分合同新聞） 

 豊後大野市で官民共同の電力売買会社「ぶん

ごおおのエナジー」が設立された。資本金は 2

千万円。市が 55％を出資し、太陽光発電所や新

電力会社の運営で実績があるデンケン（由布市）

が 30％、大分銀行、県信用組合、豊和銀行が各

５％を出資する。当面は市営太陽光発電施設の

電力を活用し、将来は木質バイオマスや小水力

なども取り入れを目指す。 
 

●学内の消費電力、自前で全量確保 
（2017.11.14 日経新聞） 

 千葉商科大学（千葉県市川市）は学内の消費

電力と同じ量を自前で発電できる体制をつくる。

野田市内に保有する太陽光発電所の能力を増強

し、電源を確保。教室の照明も消費電力の少な

い発光ダイオード（ＬＥＤ）に切り替える。

2018 年度に電力の消費量と発電量を均衡させ

るほか、20年度にはガスを含むエネルギー消費

量全体を発電能力の枠内に収める。 

●パナソニック、2050年に CO2排出ゼロ 
（2017.11.20 日刊工業新聞） 

 パナソニックは事業活動で排出する CO2 を

2050 年までにゼロにする長期環境目標を策定

した。徹底した省エネルギー化と再生可能エネ

ルギーの活用で達成を目指す。2030 年に

2013年比30％削減する中間目標も設定した。

国際ＮＧＯが主導する「サイエンス・ベースド・

ターゲッツ（SBT）」から、「パリ協定」と整

合した目標として承認を受けた。 
 

●メガソーラー、外資が席巻 
（2017.11.21 日経新聞） 

 経済産業省は 21 日、新設するメガソーラー

から買い取る電気の価格を決める入札の結果を

発表した。入札は今回が初めてで、最安値は

1kWh当たり17円20銭で2016年度の売電

価格を３割下回る。落札企業のうち４社を外資

系が占めた。海外勢の強気の背景にあるのは、

割安なパネルの活用による価格競争力の高さだ。

パネルは、海外製が日本製より３割ほど安い。 
 

●滋賀県知事、大飯原発再稼働容認できず 
（2017.11.26 時事通信） 

 滋賀県の三日月大造知事は２６日、大津市を

訪れた中川雅治原子力防災担当相に対し「県民

に不安感が根強く残る状況では原発の再稼働を

容認できる環境にない」と述べ、関西電力が目

指す大飯原発（福井県おおい町）３、４号機の

再稼働に反対する考えを改めて示した。これに

対し中川氏は「安全安心を確保する」と説明し

た。 
 

●もんじゅ廃炉計画を申請 
（2017.12.6 共同通信） 

 日本原子力研究開発機構は６日、高速増殖原

型炉もんじゅの廃炉に向け、廃炉計画の認可を

原子力規制委員会に申請した。計画では作業の

期間を２０１８～４７年度の３０年間とし、全

工程を４段階に分けて進める。第１段階は炉心

などから核燃料を２２年度までに取り出す。第

２段階では冷却材のナトリウムが流れる配管や

ポンプなどの解体に向けた準備を進める。 
 

●水素燃料で原発 1基分の発電めざす 
（2017.12.9 ＮＨＫ） 

 水素社会の実現に向け、政府は、2030 年頃

に水素を燃料とする発電を商用化し原発１基分

に相当する 100 万キロワット規模の発電を目

指す基本戦略案をまとめた。水素を取り出す石

炭などの海外資源の確保や、水素の効率的な輸

送を可能にする技術など、国際的な調達網の構

築を進めていくとしている。今月中にこうした

内容を基本戦略として正式に決める方針。 
 

●日本の CO2排出量、3年連続で減る 
（2017.12.12 ＮＨＫ） 

 環境省のまとめによると、昨年度の日本の温

室効果ガスの排出量は、速報値で、二酸化炭素

に換算して 13億 2200万トンで、前の年度に

比べ 300万トン、率にして 0.2％減り、３年連

続で減少した。環境省は減少の主な要因として、

風力や太陽光など再生可能エネルギーによる発

電量が増えたことや、一部の原子力発電所の再

稼働を挙げている。 
 

●広島高裁、伊方原発運転差止め 
（2017.12.13 毎日新聞） 

 四国電力伊方原発３号機（愛媛県伊方町）の

運転差し止めを広島、愛媛両県の住民が求めた

仮処分申請の即時抗告審で、広島高裁は13日、

申立てを却下した今年３月の広島地裁の判断を

取消し、運転差止めを命じる決定を出した。野々

上裁判長は「阿蘇山の噴火で火砕流が到達する

可能性が十分小さいと評価できない」などとし、

火山災害による重大事故リスクを指摘した。 

●環境省、温暖化対策強化に新法 
（2017.12.18 読売新聞） 

 環境省は、地球温暖化の影響で異常気象が増

えたり、農作物に被害が出たりすることへの対

応を強化するための新法の法案を、来年の通常

国会に提出する方針を決めた。政府は 2015年

に「適応計画」を閣議決定したが、地方自治体

の計画策定について明確な規定がなく、適応計

画の策定がほとんど進まなかったため、新法を

制定して策定の努力規定を盛り込むことにした。 
 

●大飯原発 1･2号機の廃炉決定 
（2017.12.22 日経新聞） 

 関西電力は 22 日午前の臨時取締役会で、運

転開始から 40 年近く経過した大飯原子力発電

所１、２号機（福井県）を廃炉にすると正式に

決めた。再稼働にかかる安全対策費が重く、採

算が合わないと判断した。大飯２基の出力はと

もに約 118 万キロワットで国内最大の廃炉と

なる。岩根社長が同日、福井県庁を訪れ、西川

知事に２基の廃炉方針を説明した。 
 

●福島事故後、電力ピーク使用 15％減 
（2017.12.25 東京新聞） 

 経産省の認可法人「電力広域的運営推進機関」

が十月にまとめた報告書によると、全国 10 地

域の電力会社で今夏、年間で最も電力使用の多

いピーク時の使用量が、東京電力福島第一原発

事故前の 2010年夏に比べて約 15％減ったこ

とが分かった。減少幅は原発 26 基分に相当す

る。家庭や企業に発光ダイオード（LED）照明

など省エネ技術が広く普及したことが大きい。 
 

●経産省、スーパーにも省エネ目標 
（2018.1.3 日経新聞） 

 経済産業省は、年間エネルギー使用量が合計

1500 キロリットル（原油換算）以上となる食

品スーパーやショッピングセンターを運営する

小売業者を対象に、省エネの数値目標をつくる。

小売りでは百貨店やコンビニ向けに数値目標を

設けているが、対象となる業態を広げて取り組

みを強化する。省エネを考慮した設備の導入費

用の一部に補助金も出す。 
 

●環境省、中国電力の石炭火力認めず 
（2018.1.12 毎日新聞） 

 中国電力が増設を計画する石炭火力発電所の

三隅発電所２号機（島根県浜田市、出力 100万

kW）の環境アセスメントで、中川環境相は 12

日、CO2排出の削減が進まなければ、「建設は

容認されるべきではない」とする意見書を世耕

弘成経済産業相に提出した。建設する場合には

他の石炭火力発電所の休廃止を求めており、中

国電の事業計画の見直しを促す内容。 
 

●東電、寒波で企業向けネガワット発動 
（2018.1.25 日経新聞） 

 寒波襲来による電力需給の逼迫を受け、東京

電力ホールディングスが新手を繰り出した。事

前に契約した工場などに数時間単位で節電をし

てもらう「ネガワット取引」を、22日から４日

連続で実施。非常時対応を受け入れることに対

する基本料金と、実際に節電した場合の謝礼の

２段階で需要家に対価を支払う。実際には電気

代の割引という形をとる。 
 

●東北電力、新手法で再生エネ受入拡大 
（2018.1.29 日経新聞） 

 東北電力は再生エネの受入れを拡大するため

送電手法を見直す。欧州などを参考に経済産業

省が採用を促す「コネクト･アンド･マネージ」

と呼ばれる新手法を適用する方針を固めた。容

量は現行の最大約 1.5 倍となる見通し。季節や

天候に応じて送電線を通る電気量を細かく弾き

出し、容量の空きをやりくりし、増強に伴う受

け入れ容量を最大 450万キロワットに広げる。 

す 
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●送電網空きあり、実は利用率２割 
（2018.1.31 東京新聞） 

 発電所からの電気を流す基幹送電線の利用率

が大手電力 10 社で１～２割にとどまっている

ことが、京都大の安田特任教授（電力工学）の

分析で分かった。再生可能エネルギーを手掛け

る事業者が、大手電力から送電線に空きがなく

満杯として、高額な送電線の増強費用を求めら

れ、事業をあきらめる事態が相次いでいるが、

実際の送電線には空きが十分あることを示した。 
 

●再生エネ電力、需要家同士で売買 
（2018.2.1 日刊工業新聞） 

 フジクラ、立山科学工業など５社は、家庭や

工場など需要家同士が再生可能エネルギーでつ

くった電気を取引する電力サービス会社「デジ

タルグリッド」を立ち上げた。需要家が売った

り、買いたい電気を選んで購入できたりするプ

ラットフォームを構築する。家庭でつくった昼

間の余剰電気を販売しやすくなり、企業も再生

エネ由来電気を調達できるようになる。 
 

●原発事故「故郷に生きる利益侵害」 
（2018.2.8 東京新聞） 

 東京電力福島第一原発事故で避難指示区域と

なった福島県南相馬市小高区の住民ら 321 人

がふるさとの暮らしを奪われて精神的苦痛を受

けたとして、東電に慰謝料など総額約 110 億円

の損害賠償を求めた訴訟の判決で、東京地裁は

7日、318人に計約11億円の支払いを命じた。

水野裁判長は原告らが主張する「ふるさと喪失」

や長期の避難生活による損害を認めた。 
 

●昨年度 CO2排出削減量、目標に届かず 
（2018.2.13 日刊工業新聞） 

 日本鉄鋼連盟によると「低炭素社会実行計画」

に参加する鉄鋼メーカー79 社の 2016 年度の

ＣＯ２排出量は、1 億 7960 万トンと 2005

年度比 4.7％減った。各社が同計画に取り組ま

なかったと仮定した場合に比べ、246万トンの

削減効果があったが、目標の 300万トンには届

かなかった。コークス炉に使う耐火れんがの経

年劣化などが、影響したとしている。 
 

●再生エネ割合、自民内からも目標低すぎ 
（2018.2.14 東京新聞） 

 再生可能エネルギーを巡り、自民党で安倍総

裁の特別補佐を兼ねる柴山筆頭副幹事長が 13

日の衆院予算委員会で、全電源に占める割合の

政府目標が低すぎると指摘し、大幅修正を求め

た。世耕経産相は難色を示した。原発ゼロを目

指す民間団体や野党は、再生エネ拡大を掲げて

いるが、自民党からでさえ、その割合を大きく

引き上げることは可能と指摘する声が上がった。 
 

●低レベル放射性廃棄物、処分地なし 
（2018.2.16 朝日新聞） 

 原発を解体した時に出る金属やコンクリート

などの「低レベル放射性廃棄物」について、原

発の廃炉を計画している大手電力７社がいずれ

も処分地を確保できていないことが、朝日新聞

が電力各社を対象に実施したアンケートで明ら

かになった。一部は地中に１０万年も埋める必

要があるが、埋める場所が見つからなければ廃

炉作業も滞りかねない。 
 

●気候変動適応法案を閣議決定 
（2018.2.20 産経新聞） 

 政府は 20 日、地球温暖化による農作物の品

質低下や洪水被害を抑えるための気候変動適応

法案を閣議決定した。「地域気候変動適応計画」

の策定を地方自治体の努力義務とするほか、政

府が作る適応計画を法律で位置付けて対策を強

化し、進行が避けられない温暖化被害の軽減を

図る。法案は、環境相が温暖化の影響をおおむ

ね５年ごとに評価し、適応計画の内容を見直す。 

●中部電力、送電線活用へ新手法 
（2018.3.7 日経新聞） 

 中部電力は送電線を効率的に利用し、電気の

受け入れ量を増やす「コネクト･アンド･マネー

ジ」と呼ばれる新手法を導入する。送電線を通

る電気の量を細かく分析し、再生可能エネルギ

ーの電気を従来より多く利用できるようにする。

欧州で導入が広がるほか、東北電力なども導入

を検討している。中部電は４月から再生エネ発

電量のデータ分析や想定見直しに取り組む。 
 

●パリ協定目標達成でも海面 1.2m上昇 
（2018.3.7 読売新聞） 

 今世紀後半に世界の温室効果ガス排出量を実

質ゼロにするというパリ協定の目標を達成して

も、２３００年に世界の海面は２０世紀末と比

べて最大１・２メートル上昇するとの試算結果

を、独ポツダム気候影響研究所などの国際研究

チームが発表した。チームは「長期の海面上昇

リスクを減らすには当面の排出削減が重要だ」

と指摘している。 
 

●昨夏の電力余力、震災前原発を上回る 
（2018.3.8 東京新聞） 

 夏の発電状況について、電力供給余力が昨年、

東日本大震災前の2010年を大幅に上回ってい

たことが明らかになった。再生可能エネルギー

が過去最大まで拡大したほか節電が進み、震災

前に稼働していた原発合計分を大きく上回る余

裕が生まれたため。東京電力管内では厳寒とな

った今年 1月下旬も、大手電力間で電力を融通

し合う仕組みなどで電力不足を回避した。 
 

●目黒区、電気購入で気仙沼支援 
（2018.3.12 東京新聞） 

 目黒区は 4月から、友好都市の宮城県気仙沼

市でバイオマス発電された電気を購入し、区立

施設 33 カ所で使う。電気は、市内の民間発電

事業者「気仙沼地域エネルギー開発」が地元の

森林から出る間伐材を活用してつくり、林業を

応援するとともに地域活性化に役立てている。

区が購入する 33 施設分の年間消費電力量は

236万 kWh（2015 年度）。 
 

●港区へ再生エネ供給 
（2018.3.13 日経新聞） 

 再生エネによる地域活性化を手がける「みや

まスマートエネルギー」は 12 日、東京都港区

に、福島県白河市の太陽光発電、山形県庄内町

の風力発電由来の再生可能エネルギーの供給を

始めると発表した。全国の自治体が連携して再

生エネルギーの普及を進める。2018 年度から

区内の公共施設へ供給を始める。19日に白河市、

27日に庄内町が港区と協定を結ぶ。 
 

●東通原発、共同建設で協議会 
（2018.3.16 読売新聞） 

 福島第一原子力発電所事故以降、建設工事が

中断している東京電力の東通原発（青森県）を

巡り、東電を含む電力５社と政府が、共同での

建設や運営に向けた協議会を設置することが

15日分かった。安全基準の厳格化で膨らむ原発

の安全対策費用を分担し、原発を建設・運営す

る技能や知見を共有する狙いがある。実現すれ

ば初めてのケースとなる。 
 

●村上市、再生エネ普及の協定締結へ 
（2018.3.16 朝日新聞） 

 一般社団法人「おらってにいがた市民エネル

ギー協議会」が、新潟県村上市と再エネ推進の

協力協定を結ぶ方向で最終調整していることが

わかった。県内自治体との協定は新潟市に続い

て２例目。協議会は、平野部の地の利を生かし

て再エネ普及に弾みをつけたい考えだ。まず、

同市のし尿処理場の屋根で約 80kW の発電を

始める。 

●原発再稼働へ民間新組織 
（2018.3.20 NHK） 

 国の中長期的なエネルギー政策を示す「エネ

ルギー基本計画」の見直しに向け、経産省の有

識者会議は全国の原発の再稼働を進めるため民

間の新たな組織を作り、原発に対する社会的な

信頼の獲得を目指すなどとする報告案をまとめ

た。この組織は電力会社や原発建設事業を手が

けるメーカー等が設立し、安全性の向上につい

ての知識や技術を共有するとしている。 
 

●原発賠償、回収に最長 34年 
（2018.3.23 NHK） 

 福島第一原発事故に伴う賠償などのため国が

東京電力に支援している 13 兆円余りの資金の

回収に、最長であと 34 年が必要だとする試算

を会計検査院がまとめた。会計検査院は、避難

生活の長期化や除染費用の増加などによって国

の支援額が増えたことや、株式売却益が当初の

想定より低くなっていることなどが、原因だと

している。 
 

●再生エネを「主力電源」へ 
（2018.3.26 NHK） 

 国の中長期的なエネルギー政策の方針「エネ

ルギー基本計画」の見直しを進めている経産省

の審議会は、2030年度に向け、再生エネを「主

力電源」と位置づけ導入を拡大する等とした方

向性を 26 日の会合でまとめました。今後の方

向性として、発電コストを国際的な水準まで引

き下げるとしたほか、送電線容量を確保するた

め、現在の運用ルールを見直すなどとしている。 
 

●伊方原発 2号機廃炉 
（2018.3.28 東京新聞） 

 四国電力は 27 日、伊方原発２号機の廃炉を

臨時取締役会で決定し、経産相に届出た。佐伯

社長は同日午後、伊方町の高門清彦町長と面談

し「再稼働した場合の運転期間などを考えると、

安全対策工事に投資するコストの回収はリスク

を伴う」と廃炉理由を説明した。5 月中に２号

機を廃炉にする予定で、今後「廃止措置計画」

を策定し、原子力規制委員会に認可申請する。 
 

●もんじゅ廃炉計画を正式認可 
（2018.3.28 NHK） 

 高速増殖炉「もんじゅ」について原子力規制

委員会は 28 日、原子炉から核燃料を取り出す

手順などをまとめた廃炉のための計画を正式に

認可した。今後 30 年かけて廃炉作業が行われ

る。高速増殖炉の廃炉は国内では初めてで、一

般の原発とは異なる仕組みで原子炉に入れられ

た核燃料や冷却材の液体ナトリウムをいかに安

全に取り出して処理するのかが課題です。 
 

●新電力家庭向け低調 
（2018.3.29 河北新報） 

 電力広域的運営推進機関によると、東北 6県

と新潟県で新電力への契約切り替え件数は 2月

末で全体の約 5％と、10％を超えた全国平均と

は大きな開きがある。電力事業者も東北はまだ

少なく 31 社しかない。背景に東北電が所有す

る送配電網の使用料（託送料金）の高さがある。

低圧は1kWh当たりの平均で 10円 49銭と大

手 10電力で 2番目に高い。 
 

●中部電力、再生エネ導入拡大 
（2018.4.2 日刊工業新聞） 

 中部電力は再生エネ導入拡大に向けて、４月

に送電線の想定電流の算出方法や電力系統の空

き容量を示す地図の表示基準を変更する。今回

の変更で太陽光発電所や風力発電所の多い山間

部では新たに数万 kW の余力が生まれる場合が

ある。想定電流の算定は従来、全電源の最大出

力時を想定してきたが、最大実績相当に変更す

る。 
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足温ネット活動日誌 

【
編
集
後
記
】 

 
 

あ
っ
と
言
う
間
に
ゴ
ー
ル
デ
ン
ウ
イ
ー
ク
に
な
っ
て

し
ま
い
ま
し
た
。
活
動
日
誌
を
見
て
も
お
分
か
り
に
な

る
と
思
い
ま
す
が
、
結
構
忙
し
く
活
動
し
て
い
ま
す
。

日
々
の
活
動
に
か
ま
け
て
『
あ
し
も
と
通
信
』
の
発
行

が
遅
れ
て
し
ま
い
ま
し
た
。
メ
ン
バ
ー
も
そ
れ
ぞ
れ
の

活
動
を
抱
え
て
、
十
分
な
時
間
を
割
く
こ
と
が
難
し
い

状
況
で
す
。
こ
れ
を
解
決
す
る
に
は
、
パ
タ
ゴ
ニ
ア
や

み
ん
な
電
力
と
の
連
携
も
さ
る
こ
と
な
が
ら
、
私
た
ち

と
一
緒
に
活
動
を
支
え
て
い
た
だ
け
る
新
た
な
メ
ン
バ

ー
の
獲
得
が
不
可
欠
で
す
。
私
た
ち
の
活
動
に
興
味
の

あ
る
方
、
ぜ
ひ
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。
地
球
温
暖
化
を
防

ぐ
た
め
に
、
地
域
で
色
々
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
立
ち
上

げ
て
い
き
ま
し
ょ
う
。
足
温
ネ
ッ
ト
は
、
皆
様
の
ご
参

加
を
切
に
お
待
ち
し
て
お
り
ま
す
。 

足元から地球温暖化を考える市民ネットえどがわ公式フェイスブック  https://facebook.com/sokuonnet 


